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第1 はじめに

1 原告らは，平成 30年3月 12日付準備書面（ 2 3) （以下， f原告ら準備書面

( 2 3) Jどいい，他の準備書面の略称もこの例による）において，大飯発電

所3号機及び4号機（以下，「本件発電所Jという）について，「火山対策に関

連して，設置許可基準規則6条 1項の『安全施設は，想定される自然現象（地

震及び津波を除く。次項において問じ。）が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。』との規定に違反するJ（原告ら準備書

面（ 2 3), 36頁）として，参加人の対応を批判する。

2 そこで，参加人は，本書面において，参加人が行った，本件発電所の運用期

間における火山影響評価について述べる。

具体的には，まず，設置許可基準規則J＇等の新規制基準の要求事項，及び平

成 25年 6月 19日に制定された「原子力発電所の火山影響評価ガイドJ（丙 23。

以下，「火山ガイドJという）の内容を説明した上で（下記第2），参加人が火

山ガイドを踏まえて本件発電所に対する火山事象の影響を適切に評価し，本件

発電所の安全性を確保していることを述べる（下記第3）。

なお，参加人が令和元年9月 26日付で、行った本件発電所の降下火砕物の層

厚評価の見直しに係る原子炉設置変更許可申請については，原被告の主張立証

の状況，原子力規制委員会による審査の状況等を踏まえ，今後，適切な持期に

必要な範囲で主張立証を行う予定である。

第2 新規制基準の要求事項等

1 設置許可基準規則及び同規則解釈の内容

設置許可基準規則は，想定される自然現象が発生した場合においても，原子

力発電所の安全施設（設置許可基準規則2条2項8号，乙113,4頁）が，安全機能

を損なわないことを求めており（同規則iJ6条l項，乙113, 13貰），この「想定さ

l正式には，「実用発電用原子炉及びそのF付属施設の位置，構造及び設備の基準に関する規貝ljJという。
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れる自然現象」の 1っとして， 「火山の影響j が挙げられている（同規則解釈6

条2項，乙113, 13）￥［）。

そして，原子力規制委員会は，原子力発電所への火山影響を適切に評価する

ため，医際原子力機関（ IA EA）の安全指針 fVolcanicHazards in Site 

Evaluation for Nuclear InstallationsJ (No. SSG-21），一般社団法人日本電

気協会の「原子力発電所火山影響評価技術指針I (JEAG4625 2009）等の文献や

専門家からのヒアリング結果を基に，最新の科学的知見を集約し，火山影響評

価方法の一例として取りまとめた火山ガイドを定めている（乙1472, 327頁，丙

23, 1頁）。

2 火山ガイドの内容

( 1 ）火山影響評価の概要

火山ガイドでは，火山影響評価として，図表 1 （丙23, 23頁）のどおり，

「立地評価」 （図表1の上段）及び「影響評価J （図表1の下段）の2段階

で行うこととされている（火山ガイド2，丙23, 5頁）。

「立地評価Jとは，評価対象場所周辺の火山事象の影響を考慮して原子力

発電所を建設するサイト（敷地）としての適性を評価することをいい，主と

して，火山活動の将来の活動可能性を検討しながら，設計対応不可能な火山

事象（下記（ 2 ）イを参照）の当該サイトへの到達可能性を評価するもので

ある。

「影響評価」とは，立地評価の結果，立地が不適とされないサイトにおい

て，原子力発電所の運用期間中に生じ得る火山事象に対し，その影響を評価

することをいい，具体的には，設計対応可能な火山事象（下記（ 3 ）アを参

照）の影響を評価し，これに対する設計方針について評価を行うものである。

2 I実用発電用原子炉に係る新規制基準の考え方についてJは，平成28年6月29日に策定された後，平
成28年8月24日，平成29年11月BBおよび平成30年12月19日に改訂がなされている。本書面では，改訂
内容が参加入の主張に影響しない限り，便宜上，乙147を用いる。
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（以上について，乙147,331～332頁）

原宇力発電所I、影”を及ほし得る火山の他出

~膏刀法
・文t,(xq量 楠町柿慣例量 火山字＆＇In量
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下記影'E評価の ｛1）を実施

Ye 

抽出された火山の火山活動に関する個目。却価

,5火山活動のモニヲリング及び

火山活動の兆候を1e値した
i割合の対処方針を鰍定・

• Ill位思大の噴火を考慮し
ても．原子力発電所に..，
・を及1正君主いと判断で
きる火山については．壬
二世リンヴの対，．外とする．
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( 1）地照的領I韓外の火山による 原子力先電所に，s，を及lまし得る火山Z事象の他出及びその，~·ll価

降下火除物の彩守評価

銅査方，車 火山事車
・文’11.P壷 ・随下火硲物
・地l!J.地調綱貴

~ I ・火山零的関査

官

日l 11 (2）地理的領威内の火山による
価 l ｜｜ 火山事象の修管好価

鍋査方，走
・宜両院飼董
地問S地質問査
．よ山字的銅壷
・l宮崎絢哩竿的及び
t色E章。ヒ雪F的問責

｛図表 1

( 2）立地評価

火山・量段tt対応が司阪布のもの
．情下火縛拘
ー木山信土'6~

．’R石
・汰山性ガス

－その他の...t:it.”・Hf
原子力発電所に影響を及ぼす火山影響評価の基本フロー｝

ア 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出（図表1の樺色部分）

立地評価では，まず，原子力発電所の地理的領域（原子力発電所から半

径160kmの範囲3）において，第四紀（約258万年前から現在まで）に活動し

た火山（第四紀火山） 4を対象に，文献調査， 地形 ・地質調査及び火山学的

3 160kmの範囲を地理的領域とするのは，圏内の最大規模の噴火である阿蘇4噴火において，火砕物密
度流が到達した距離が160kmであると考えられているためである（乙147, 336頁）。

4第四紀以前に火山活動があった火山で，第四紀の活動が認められない火山は既にその情動を停止し

ているとみなせるとされている（火山ガイ ド3の解説－3，丙23, 6頁， 乙117,336頁）。
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調査を行い，火山の活動履歴，噴火規模及びその影響範囲等を把握するこ

とにより，将来の火山活動の可能性を評価する。

その結果，将来の活動可能性が否定できない火山を「原子力発電所に影

響を及ぼし得る火山j として抽出し，下記イの個別評価を行う。他方，

「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山」がない場合は，原子力発電所の

立地は不適とならない。

（火山ガイド3，丙23, 6～8頁）

イ 原子力発電所の運用期間における火山活動に関する個別評価，及び火山

活動のモニタリング（図表1の緑色部分）

「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山Iが抽出された場合は，抽出さ

れた火山を対象に，上記アの調査結果，及び必要に応じて行う地球物理学

的認査，地球化学的調査の結果を基に，設計対応不可能な火山事象（「火

砕物密度流5J , 「溶岩流＇J, f岩層なだれ7，地滑り及び斜箇崩壊J, 「新

しい火口の関口」及び「地殻変動＇ Jの5事象）が原子力発電所の運用期間

中に影響を及ぼす可能性が十分小さし、かの個別評価を行う。

個別評価の結果，設計対応不可能な火山事象が原子力発電所の運用期間

中に影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価できる場合は，立地は不適と

ならず，火山活動のモニタリング及び火山活動の兆候を把握した場合の対

応方針を策定する。ただし，既往最大の噴火を考慮しでも，原子力発電所

に影響を及ぼさないと判断できる火山についてはモニタリングの対象外と

5火砕物密度流とは，火山噴火で生じた火山ガス，火砕物の混合物が斜面を流れ下る現象の総称をい

う（火山ガイドI.4 (IO），丙23, 3頁） 0 
6溶岩流とは，マグマが地表に流体として流れ出て，斜面を流れ下る現象をいう（火iilガイド1.4(14),

丙23, 3頁）。

7岩屑なだれとは，山体が大規模な斜面崩壊を起こし，高速で地表を流走する現象をいう（火山ガイ

ドI.4(15），丙23, 3頁）。

8地殻変動とは，マグマが多量に上昇してくることにより生じる地表の変形をいう（火山ガイド

I. 4 (26），丙23, 5頁lo
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する。

他方，個別評価の結果，設計対応不可能な火山事象が原子力発電所の運

用期間中に影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価できない場合は，原子

力発電所の立地は不適となる。

（火山ガイド4及び5，丙23, 8～11頁）

（以上（ 2）について，乙147, 335～352頁）

( 3）影響評価（図表1の桃色部分）

ア概要

原子力発電所の立地が不適で、ない場合には，次に，影響評価を行う。

影響評価では，設計対応可能な火山事象（「降下火砕物9J ' 「火山性土

石流ぺ火山泥流11及び洪水勺， 「火山から発生する飛来物（噴石13) J ' 

「火山ガス 14J ' 「津波15及び静振16J ' 「大気現象17J ' 「火山性地震18とこ

9降下火砕物とは，大きさ，形状，組成若しくは形成方法に関係なく，火山から噴出されたあらゆる

穏類の火山砕屑物で降下する物をいう（火山ガイド1.4 (8），丙23,2頁）。

JO 土石流とは，岩屑と水との混合物が地表を流れる現象のち非粘着性のものをいう（火山ガイド
1.4(16），丙23, 3頁）。

II 火山泥流とは，火山砕屑物と水との混合物が地表を流れる現象の総称をいう（火1J1ガイド1.4(17),

丙23,4頁）。
12火山噴火に伴う火砕流や火山泥流等が河川へ流入し，一時的なせき止めを行った後，それが決壊し

た場合や火砕流等が直接湖水へ流入した場合等に大洪水を引き起こすことがある。また，岩屑なだれ

のi擦に火山体の中に含まれる大量の水によって洪水が発生することもある（火山ガイド1.4 (18），丙
23, 4貰）。
13 n員石とは，火口での爆発活動の結果として激しく噴出される火砕粒子をいい，多くの場合は粒径が

大きく，火口から地表への高角度の軌道に従い，重力によって落下する（火山ガイド1.4(19），丙23,

4頁）。
11？グ7 中に含まれる揮発成分が噴気口や火口から火山ガスとして噴き出し，生物や施設に被害を与

えるこ左がある。また，高濃度の火山ガスは金属を腐食させる（火山ガイド1.4 (21），丙23,4頁）。

15岩！宵なだれや火砕流が湖水や海へ流入したり，海底（湖底）噴火等が起こったりすると津波が引き

起こされることがある（火山ガイド1.4 (23），丙23,4資）。

16静振とは，火山性地震や気圧・風向の局所的気象急変により湖沼や湾内のような閉じられた鎖域の

水に生じる振動をいう（火山ガイド1.4 (24），丙23,1頁）。

17 大気現象とは，爆発的噴火に伴って発生する空気の疎密波をいう（火山ガイド1.4 (25），丙23, 4 

頁）。
18火山性地震とは，火山内のプロセスによって引き起こされる地震事象，及び火山内のプロセスに直

接関連した地震事象をいう（火山ガイド1.4 (27），丙23, 5頁）。
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れに関連する事象」及び「熱水系19及び地下水の異常Jの8事象）の影響の

稼度を評価した上で，設計対応叩及び運転対応21の妥当性について評価を行

フ。

上記8事象のうち降下火砕物以外の火山事象については，地理的領域外

から原子力発電所に影響を及ぼすと認められないことから，上記（2 ）ア

で抽出した「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山Jに対して影響評価を

行う（下記イ）。

他方，降下火砕物については，広範囲に及ぶ火山事象とされ，地理的領

域外からも原子力発電所に影響を及ぼすと認められることから，上記

( 2 ）アの「原子力発言言所に影響を及ぼし得る火山j の抽出結果にかかわ

らず，影響評価を行う（下記ワ）。

イ 降下火砕物以外の火山事象による原子力発電所への影響評価

降下火砕物以外の火山事象の影響評価では，各影響を評価するにあたっ

て，原子力発電所が存夜する立地周辺の地質調査や文献等から，各火山事

象の影響の程度を認定し，その各事象に対する設計対応や運転対応を定め，

その妥当性について評価を行う（火山ガイド6.5～6. 7, 6.9～6. 10及び6.12 

～6. 13，丙23, 16～21頁）。

ウ 降下火砕物による原子力発電所への影響評価

降下火砕物の影響評価では，降下火砕物の堆積物量，堆積速度，堆積期

間及び火山灰等の特性等の設定，並びに降雨等の同時期に想定される気象

19熱水系とは，火山下部にイJ.在するマグマj留まりを熱源、とした高温の岩体中に形成されたものをいい，
岩体中の割れg，間隙などを流れる（火山ガイド1.4 (28），丙23, 5頁）。
20設計対応とは，原子力発電所に到達する火山事象に対し安全機能の保持を設計で対応することであ

り，伊jえば，火山灰の堆積荷重に耐えるように建物を設計することである（乙147, 333頁）。

21運転対応とは，原子力発電所に到達する火山事象に対する運転時の対応のことであり，例えば，敷

地内に堆積した火山灰を除去する作業がこれに該当する（乙147, 333頁）。
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条件が火山灰等の特性に及ぼす影響を考慮し，それらの原子炉施設又はそ

の付属設備への影響について，直接及ぼす影響（直接的影響）とそれ以外

の影響（間接的影響）とに分けて評価し，設計対応及び運転対応の妥当性

について評価を行う（火山ガイド6.1，丙23, 12頁）。

（ア）降下火砕物の層厚の設定

降下火砕物の降灰量（層厚）の設定は，原子力発電所敷地及びその周

辺敷地で確認された降下火砕物の最大堆積量（層厚）を基に評価する。

ただし，原子力発電所敷地及びその周辺敷地で確認された降下火砕物で，

その降下火砕物を噴出した噴火が特定で、きる場合，当該噴火と同規模の

噴火の可能性が十分小さいと評価できる場合には，当該降下火砕物は評

価対象から除外できる。

他方，原子力発電所敷地及びその周辺敷地で降下火砕物が確認、できな

い場合は，対象となる火山の噴火量，噴煙柱高，その領域における風速

分布の変動等をパラメータとして，原子力発電所における降下火砕物の

数値シミュレーションを行うことにより求める。

（火山ガイド6及び6.1 (2）の解説ー16，丙23, 11～13頁）

（イ）直接的影響の確認事項

降下火砕物の直接的影響への評価としては，降下火砕物堆積荷重に対

して，安全機能を有する構築物，系統及び機器の健全性が維持されるこ

と，外気取入口からの火山灰の侵入により，非常用ディーゼ／レ発電機の

損傷等による機能喪失がないこと，必要に応じて原子力発電所内の構築

物，系統及び機器における降下火砕物の除去等の対応が取れること等を

確認する（火山ガ、イド6.1 (3) (a），内23, 13頁）。
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（ウ）間接的影響の確認事項

降下火砕物の間接的影響への評価としては，原子力発電所外での影響

（長期間の外部電源の喪失等）を考慮し，燃料油等の備蓄又は外部から

の支援等により，原子炉及び使用済燃料プールの安全性を損なわないよ

うに対応が取れることを確認する（火山ガイド6.1 (3) (b），丙23, 13頁）。

（以上（ 3）について，乙147, 353～354頁）
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第3 本件発電所における火山影響評価

1 立地評価

( 1 ）原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出

参加人は，火山ガイド（上記第2の2 (2）ア）を踏まえ，本件発電所の

地理的領域に対して，文献調査を実施し，第四紀に活動した火山（第四紀火

山）を抽出した。そして，抽出した第四紀火山について，完新世（約l万年前

から現在まで）における活動の有無及び第四紀における活動履歴より，将来

の火山活動の可能性を評価し，本件発電所について，「原子力発電所に影響を

はくさんおうぎのせん みかた かんなベ うえの

及ぼし得る火山Jとして，白山，扇ノ山，美方火山群，神鍋火山群，上野火

山群，註~＇富を抽出した。
（丙4，添付書類六， 6-8-2～68 3頁，丙24, r大飯発電所3' 4号炉火

山影響評価について 追加説明－J7～8頁）

( 2 ）原子力発電所の運用期間における火山活動に演する個別評価，及び火山活

動のモニタリング

参加入は，火山ガ、イド（上記第 2の2 ( 2）イ）を踏まえ，まず，上記

( 1 ）で抽出した「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山」を対象として，

文献調査により火山活動に関する評価を行い，その結果及び各火山と本件発

電所との距離等を踏まえ，本件発電所運用期間中に設計対応不可能な火山事

象（「火砕物密度流J' I溶岩流J' 「岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊J' 

「新しい火口の関口j及び「地殻変動jの5事象）が本件発電所に影響を及

ぼす可能性は十分に小さく，立地は不適どならないと評価した。例えば，白

山においては，本件発電所まで十分に離隔があり，また，火砕物密度流によ

る堆積物が白山近傍に分布することが確認、されているが，当該堆積物は本件

発電所敷地周辺では確認されていないことから，火砕物密度流が本件発電所

に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価した。
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次に，各火山の既往最大の噴火を考慮、しでも設計対応不可能な火山事象は

本件発電所に到達しておらず，本件発電所に影響を及ぼさないと評価し，火

山活動のモニタリングの対象とする火山はないと判断した。

（丙4，添付書類六， 68 4～6 8 11頁，丙24, 9～17頁）

2 影響評価

参加人は，次に，火山ガイド（上記第2の2 ( 3) ）を踏まえ，設計対応可

能な火山事象（「降下火砕物J, 「火山性土石流，火山泥流及び洪水J, 「火

山から発生する飛来物（噴石） J , 「火山ガスJ, 「津波及び静振J, 「大気

現象J, 「火山性地震とこれに関連する事象」及び「熱水系及び地下水の異

常」の8事象）について，本件発電所の安全性に影響を及ぼす可能性について

評価した。

以下，降下火砕物以外の火山事象による原子力発電所への影響評価（下記

( 1 ) ），降下火砕物による原子力発電所への影響評価（下記（ 2 ) ）の順に

述べる。

( 1 ）降下火砕物以外の火山事象による原子力発電所への影響評価

参加人は，火山ガイド（上記第2の2 ( 3）イ）を踏まえ，設計対応可能

な火山事象のうち降下火砕物以外の火山事象（「火山性土石流，火山泥流及

び洪水J, 「火山から発生する飛来物（噴石） J , 「火山ガスJ, 「津波及

び静振J, 「大気現象J, I火山性地震とこれに関連する事象j及び「熱水

系及び地下水の異常」の 7事象）について，上記 1 ( 1 ）で抽出した「原子

力発電所に影響を及ぼし得る火山」に対して影響評価を行った。

各影響を評価するにあたっては，文献調査，地質調査等，及び各火山と本

件発電所との距離，地形等を踏まえて検討を行い，本件発電所まで十分に離

隔があるなど，いずれの火山事象についても，本件発電所に影響を及ぼす可
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能性は十分に小さいと評価した。

（丙4，添付書類六， 6 8 17～6 8 18頁，丙24, 20頁）

( 2）降下火砕物による原子力発電所への影響評価

ア 降下火砕物の層厚の設定

参加人は，火山ガイド （上記第2の2 ( 3 ) ウ （ア）） を踏まえ， まず，

「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山j の抽出結果にかかわらず， 文献

調査及び地質調査結果から，本件発電所敷地及びその周辺において層厚が

比較的厚いとされている降下火砕物を抽出した （下記（ア））。

次に，本件発電所敷地及びその周辺で確認された降下火砕物は， その噴

出j原が特定できるか否かに区分した上で，本件発電所で考慮する降灰層厚

を検討した。 ただし，確認された降下火砕物を噴出した噴火が特定できる

場合， 当該噴火と同規模の噴火の可能性が十分小さいと評価できる場合に

は， 当該降下火砕物は評価対象から除外した。（下記（イ）及び（ウ））

（ア）層厚が比較的厚いとされている降下火砕物の捻出

a 文献調査

文献調査の結果， 中野ほか編（2013) 22及び町田・新井（2011）吋こ

よれば，噴出源を特定できる本件発電所敷地及びその周辺への降下火

あいら だいせんくらよし

砕物の分布としては，姶良Tnテフラ24が層厚 20cm稜度，大山倉吉テ
えびすとうげふくだ あそ

フラ出が層厚 lOcm程度，恵比須峠福田テフラ26が層厚 40cm程度，阿蘇

22 中野俊ほか編「日本の火山（第3版）概要及び付表， 200万分のl地質編集図， no.11 J産業技術総
合研究所地質調査総合センター

23町田洋・新井房夫「新編 火山灰アトラス［日本列島とその周辺JJ東京大学出版会
目姶良Tnテフラとは，姶良カノレデラを噴出源とし，約2.9～2. 6万年前の噴火の際に降下したとされ

る広域テフラをいう。

25 大山倉吉テフラとは，大山を噴出源とし，約5.5万年前の噴火の際に降下したとされる広域テフラ

をいう。

'6恵比須峠福凶テフラとは，飛騨山脈の中でもやや南方の穂高岳～乗鞍岳に噴出源があり，約175万
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4テブラ27が層厚 15cm以上とされている。ただし，阿蘇4テフラにつ

いては， Smithet al. (2013) 28によると，本件発電所敷地周辺の水月

湖で実施されたボーリング調査の結果，層厚が 4cm程度とされている。

一方，石村ほか（2010) 29によると，噴出源を特定できない降下火砕

物として，三方湖東岸において確認された NEXC08030が層厚 20cmとされ

ている。

なお，本件発電所敷地及びその周辺において，上記 1 ( 1 ）で抽出

した「原子力発電所に影響を及ぼし得る火山Jの降下火砕物は分布し

ていないことを確認した。

（丙 4，添付書類六， 68 12頁，丙 24, 23～24頁）

b 地質調査

地質調査の結果，本件発電所敷地及びその周辺に分布する主な広域

きかいとづらはら

テフラとしては，鬼界葛原テフラ 31，大山倉吉テフラ，姶良Tnテフ

ラ，鬼界アカホヤテフラ32等を確認、したが，厚く堆積している箇所は纏

認、されていない。また，若狭湾沿岸における津波堆積物調査において，

うつりうおき

火山灰分析等を実施した結果，鬼界アカホヤテフラ，鯵陵i認l岐テフ

年前の噴火の際に降下したと推定されている広域テフラをいう。
＂阿蘇 4テフラとは，熊本県東部に位置する阿蘇カルデラを噴出源とし，約9.0～8. 5万年前の噴火の
際に降下したとされる広域テフラをいう。
28 Victoria C. Smith lまカミ 「Identificationand correlation of visible tephras in the Lake 
Suigetsu SG06 sedimentary archive, Japan: chronostratigraphic markers for synchronising of 

east Asian/west Pacific palaeoclimatic records across the last 150 kaJ Quaternary Science 

Reviews, 67, p. 121-137 

四石村大輔ほか「三方湖東岸のボーリングコアに記録された三方断層帯の活動に伴う後期更新世の沈
降イベントj地学雑誌， 119,p, 775 793 
初 NEXCOSOとは，中日本高速道路株式会社（略称NEXCO中日本）が三方湖東岸で実施したボーリングに
より採取したコア（円柱状に抜き取った試料）において，深度目Om付近で確認された火山灰層をいう。
31 鬼界葛原テフラとは，鹿児島県薩摩半島の南約50kmに位置する鬼界カノレデラを噴出源とし，約9.5
万年前の噴火の際に降下したとされる広域テフラをいう。
32鬼界アカホヤテフラとは，鬼界カノレデラを噴出源とし，約7,300年前の噴火の際に降下したとされ
る広域テフラをいう。
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ラ33，姶良Tnテブラ等が認められたが，姶良Tnテフラの層厚は

10. 5cm，それ以外のj麗厚はlOcm以下であった。

なお，上記 1 ( 1 ）で抽出した「原子力発電所に影響を及ぼし得る

火山Jの降下火砕物については，本件発電所敷地及びその周辺におい

ては確認できなかった。

（丙4，添付書類六， 68 12～6 8 13頁，丙24,25～26頁）

c 文献調査及び地質調査結果のまとめ

以上のことから，噴出源が特定できる降下火砕物については，文献

調査及び地質調査の結果から，本件発電所敷地及びその周辺において

層厚が比較的厚いとされている，姶良Tnテフラ，大山倉吉テフラ等

を抽出した。

一方，噴出源が特定できない降下火砕物については，文献調査の結

果から，層厚が比較的厚いとされているNEXCOSOを抽出した。

（イ）噴出源が特定できる降下火砕物の降灰層厚に関する検討

参加人は，噴出源が特定できる降下火砕物として抽出した，姶良Tn 

テフラ，大山倉吉テフラ等について，それぞれ当該火山の将来の噴火の

可能性を活動履歴及び地下構造から検討した。その結果，いずれの火山

についても，本件発電所運用期間中に当該テフラ噴火規模相当の噴火が

発生する可能性は十分に低いと評価し，本件発電所で考慮する降灰層厚

の検討対象外とした。

以下，原告らが特に問題点を指摘する，姶良Tnテフラ（下記a）及

び大山倉吉テフラ（下記b）に関する検討について具体的に述べる。

33欝陵隠i岐テフラとは，日本海に位置し，韓国領である惨綾火山を噴出源とし，約1.07万年前の噴火

の｜擦に降下したとされる広域テフラをいう。
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a 姶良Tnテフラ（姶良カルデラ34)

姶良Tnテフラは，鹿児島湾北部に位置（本件発電所敷地の約630km

南西に位置）する姶良カルデラを噴出源とし，約2目9～2.6万年前に発

生した破局的噴火日である姶良Tnテフラ噴火（限表 2の「A I R 

AJ ）の際の降下軽石，巨大火砕流堆積物とその降下火山灰である。

なお，その際に噴出した火山灰は，日本全域に，火砕流堆積物は，九

州南部の広い範囲に分布したとされている。

(a ）活動履歴に関する検討

Nagaoka (1988) 36によると，姶良カルデラの噴火ステージ勺ま，プ

リニー式噴火ステージ（長い休止期の後に起こる極めて激しい爆発

的噴火が随所で閑歓的に発生する），破局的噴火ステージ（破局的

噴火が発生する），中規模火砕流噴火ステージ（破局的噴火後の残

存マグ、マによる火砕流を噴出する），後カルデラ火山噴火ステージ

（多様な噴火様式の小規模噴火が発生する）の順に推移し，現在は，

後カルデラ火山噴火ステージであるとされている。

また，姶良カルデラにおいて，最新の破局的噴火は姶良Tnテフ

ラ噴火であり，この噴火から少なくとも6万年前（図表2の「FUK  

UY  AMAJ ）までの間に破局的噴火は認められないとされている。

M カノレデラとは，輪郭が円形又はそれに近い火山性の凹陥地をいう。カノレデラを形成するような大規

模カノレデラ噴火を経験したととがある火山を，カノレデラ火山といい，姶良カルテeラもその一つである。

35火山の噴火レベルは，火山灰や火山磯などの火砕物の噴出量に基づき，噴火の規模を 0 (1噴出物量

lXlO 5km3未満）から 8 （同1OOOkm＇以上）の 9段階に対数で区分する火山爆発指数（以下，「VE I」

という。 VEI 7は噴出物量100km3以上1000km3未満， VEI 6は同10km3以～ト.100km3未満， VE I 5は

同lkm3以上10km3未満， VE I 4は｜司0.lkm3以上lkm3未満て、ある）によって表される（乙147, 345頁） o

このうち，破局的噴火とは， VEl7以上の噴火をいう。
36 Shinji Nagao！《a 「The late quaternary tephra layers from the caldera volcanoes in and 
around kagoshima bay, southern kyushu, japan J Geographical Reports of Tokyo Metropol r tan 

University, 23, p. 49-122 

37噴火ステージとは，過去の活動履歴から火山の活動期を区分するものをいい，対象となる火山の活

動時期，噴火規模等を怨定するのに用いられる。
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①破局的噴火の活動間隔は約6万年以上と考以上の活動履歴より，

最新の破局的噴火から現在までの経過時この活動間隔は，えられ，

破局的噴火に先行②現在，問である約3万年に比べて十分長いこと，

して発生するプリニー式噴火ステージの兆候が認められないことか

次の破局的噴火までには十分な時間的余裕があると考えられ，ら，

本件発電所運用期間中におけるこの規模の噴火の可能性は十分に低

いと評価した。

約3万年約6万年以上
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姶良カルデ、ラの活動履歴］
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( b）地下構造に関する検討

活動履歴に関する検討に加えて，姶良カノレデラのマグ、マi留まりの

深度に着目した検討を行った。

マグマj留まりどは，地下深部から上昇してきたマグマが，地殻浅

所で一時的に蓄えられたものである。また，マグ、マは，珪素の量が

少ない順に，玄武岩質，安山岩質，デイサイト質，流紋岩質の4つ

に分類されるが，このうち破局的噴火を起こすのは，流紋岩質のよ

うな珪長質（珪素の最が多い）の大規模なマク守マ溜まりであるとさ

れている（力武ほか（1987）詔）。そして，地殻中を上昇するマグマ

は，さらに浅部で蓄積し，噴火のために待機していると考えられ，

マグマ溜まりは，時間とともにマク守マの密度に応じた浮力中立点39へ

と移っていく傾向があるとされている。

この点，井口ほか（2011) 40によると，姶良カルデラ中央部のマグ

マ溜まりは深度12kmに位置していると推定されており，珪長質マグ

マの浮力中立点の深度7km（東宮（1997) 41）より深い位置にあるこ

とから，このマグマ溜まりは本件発電所運用期間中に破局的噴火が

発生するような状態ではないと評価した。

（図表3)

38力武常次ほか「改訂新版新地学j数研出版

39浮力中立点、とは，地殻の密度とマグマの密度が釣り合う深度をいう。マグマの密度は珪長質のマグ

マであるほど小さくなる。 ー方，地殻の密度は深度が浅くなるほど小さくなる。このため，珪長質の

マグ、マの浮力中立点は深度7kmとされている（東宮（1997））。

40井口正人ほか「桜島昭和火口噴火開始以降のGPS観測 2010年～2011年j桜烏火IL!における多項

目観測に基づく火山噴火準備過程角平明のための研究，平成22年報告書
41 東宮昭彦「実験岩石学的手法で求めるマグマi留まりの深さ」月刊地球， 19, p. 720 724 
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・東宮ea彦（1997）：・実験岩石学的手法で求まるマクマ溜まりの添さ月刊
地!it,19,p.720-p.724 

・弁口正人・京国u策・中尾茂・園田忠！医・高山繊朗・市川恒夫（2011):
紛島aa1日火口Dl火閃始以降のGPS観測2010年～20刊年，『4富島火
山における多項目観測に盆づく火山噴火準備過程解明のための研
究J平成22年度線告・

【図表3 姶良カルデラの地下構造に関する検討】

( c ）本件発電所で考慮する降灰層厚の検討

以上のことから，姶良カルデラについては，姶良Tnテフラ噴火

規模相当の噴火が本件発電所運用期間中に発生する可能性は十分に

低いと評価し，本件発電所で考慮する降灰層厚の検討対象外とした。

（以上aについて，丙4，添付書類六，6-8-13頁，丙24, 28～32 

頁）

b 大山倉吉テフラ（大山）

大山倉吉テフラは 鳥取県西部に位置（本件発電所敷地の約190km西

に位置）する大山を噴出棟、とし，規模の大きな噴火であった約5.5万年

前の大山倉吉テフラ噴火（図表4の右表下から6段目の「倉吉軽石（D

K p) J ）の際にできたものである。大山は，東西約35km，南北約

30km，火山の体積が120km3を超える大型の第四紀火山である。
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(a ）活動履歴に関する検討

津久井（1984) 42によると，大山は， 100万年前頃に活動を開始し，

少なくとも2万年前以降までその活動を続けたとされている。

守屋（1983) 13では，日本の第四紀火山の発達史的分類が行われ，

現在の大山の発達過程は第4期に整理されている。米倉ほか（2001)

44によると，第4期の噴出量は第1期～第3期に比べて少なく，数km3と

されている。

また，須藤ほか（2007) 45などを参照して大山の活動履歴を整理し

た。その結果，図表4で示すとおり，規模の大きな噴火があった60

万年前～40万年前以降，最も規模の大きな噴火は，大山倉吉テフラ

噴火であったが，この噴火に至る約30万年以上の活動間隔は，大山

倉吉テフラ噴火から現在までの経過時間である約5.5万年に比べて十

分に長い。

以上のことから，本件発霞所運用期間中に大山倉吉テフラ規模相

当の噴火が発生する可能性は十分に低いと評価した。

12津久井雅志「大山火山の地質J地質学雑誌， 90.p.643-658 
43守屋以智雄「日本の火山地形j東京大学出版会， p.34
44米倉伸之ほか編「日本のi也形I総説j東京大学出版会， p183 184 
45須藤茂ほか「わが国の降下火山灰データベース作成j地質調査研究報告書， 58,p. 261 321 
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［図表4 大山の活動履歴］

( b ）地下構造に関する検討

活動履歴に関する検討に加えて，大山の地下構造に着目した検討

も行った。 Zhaoet al. (2011) 46によると，大山の地下深部にマグ

マj留まりが存在する可能性が示唆されているが，その箇所は少なく

とも20km以深に位置しており，本件発電所運用期院中に爆発的噴火

を発生させるような状態にはないと評価した。

( c）本件発電所で考慮する降灰層厚の検討

以上のことから，大山については，大山倉吉テブラ噴火規模相当

の噴火等が本件発電所運用期間中に発生する可能性は十分に低いと

評価し，本件発電所で考慮する降灰層厚の検討対象外とした。なお，

本件発電所で考慮する降灰層厚の検討にあたっては，発電所運用期

間中の噴火規模を5km3として降下火砕物のシミュレーションを実施し，

16 Dapong Zhao fまカミ 「Lowfroquoncy earthquakes and tomography in western Japan; Insight into 

fluid and magmatic activ1tyJ Journal of Asian Earth Sciences, 12, p 1381 1393 
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その結果も参照したところ，風速等のばらつきも含めても最大層厚

はlOcmを下回ることを確認した。

（以上bについて，丙4，添付書類六， 68 13～6 8 15頁，丙24,

34～52頁）

( '7）噴出源が特定できない降下火砕物の降灰層厚に関する検討

噴出原が特定できない降下火砕物として抽出した本件発電所敷地周辺

の三方湖東岸で確認されたNEXCOSOは，層厚20cmとされているが，これは

Upper （上層）とLower（下層）の2つに区別された層厚の合計の厚さであ

る。 UpperとLowerを比較すると， Lowerは降下火砕物に一般的に含まれる

重鉱物が多いのに対し， Upperはこれが少なく，また降下火砕物には含ま

れない岩片やその他混入物も含む等の特徴を有する。これらのことから，

NEXCOSOは，降下火砕物が降り積もった場所でそのまま堆積したもの（純

層）のみならず，当初降り積もった場所から移動後に堆積したもの（再

堆積）を含んで、いると考えられる。また， NEXCOボーリングコアの調査位

置は，三方断層帯の活動に伴う地殻変動を受け，堆積環境が静穏でなく

複雑であると考えられることから，降下火砕物の純層の層厚を精度良く

評価することは困難である。

したがって， NEXCOボーリングコアだけで評価するのではなく，周辺地

域の調査結果と合わせて総合的に評価することとした。

NEXCOSOは，主成分分析，屈折率等から，長t~露頭の美浜テフラ勺同
じものと考えられる。気山露頭の美浜テフラの層厚を確認した結果，最

大層厚lOcm程度であることが確認されている。また，その他の地点でも，

NEXCOSOと跨じものと考えられる火山灰層が複数確認されているが，いず

47美浜テフラとは，福井県三方郡美浜町気山の地層が地表に露耳目した地点で発見されたテフラをいい，

約12.7万年前に広範囲に｜傘下したとされている。
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れの層厚もlcm以下又は肉眼では判別できないものであった。

また， NEXCOSOが確認された三方湖東岸の近傍に位置している水月湖で

採取されたSG06ボーリングコアは，堆積物の保存状態がよいこと，過去

15万年間程度の古環境情報を連続的に得られていると推定されているこ

と，詳細に火山灰層厚の分析もされていることから，降下火砕物の層厚

の評価に適していると考えられる。 SG06ボーリングコアについては，

NEXCOSOとの比較はされていないものの， NEXCOSOが美浜テフラと同じも

のであって約12.7万年前に降灰したと考えると， NEXCOSOは， SG06ボーリ

ングコアのA t a （阿多テフラ） 48からコア底（約15万年前と推定）まで

の7つの火山灰のうちのいずれか1つに該当するが，いずれの火山灰の最

大層厚も2cm以下で、ある。

以上のとおり，①三方淑東岸で調査されたNEXCOSOは層厚20cmとされて

いるが，再堆積を含んでいると考えられること，また，②その他の周辺

地域の諦査結果においても層厚lOcmを超えるものはなかったことから，

NEXCOSOにおける降下火砕物の純層の層厚はlOcm以下と評価した。

（丙4，添付書類六， 6-815～6 8-16頁，丙24, 56～63頁）

（エ）評価結果のまとめ

上記（ア）～（ウ）の評価結果から，本件発電所運用期間中における

敷地の降下火砕物の最大層厚をlOcmと設定した（丙4，添付書類六， 68 

17頁，丙24, 65頁）。

イ影響評価

参加人は，火山ガイド（上記第2の2 (3）ウ（イ）及び（ウ））を踏

18Ata （阿多テフラ）とは，鹿児島湾南部に位置する阿多カノレテ、ラを噴出源とし，約10万年前の噴

火のi擦に降下したとされる広域テフラをいう。

25 



まえ，降下火砕物の特性等を考慮し，降下火砕物の原子炉施設又はその付

属設備への影響について，直接的影響と間接的影響とに分けて評価し，本

件発電所の安全性が損なわれないよう安全対策を講じた。

以下，直接的影響への対応（下記（ア）），間接的影響への対応（下記

（イ））の順に述べる。

（ア）直接的影響への対応

参加人は，降下火砕物による直接的影響として，降下火砕物の荷重に

よる影響を考慮し，本件発電所の施設について，降下火砕物が堆積し難

い構造にするとともに，降下火砕物の荷重に対して十分な余裕を持たせ

た許容荷重を設定するなどして，降下火砕物の荷重により本件発電所の

健全性が損なわれない設計とした。

また， F傘下火砕物による構造物への化学的影響（腐食），水循環系の

隣塞，水循環系の内部における摩耗及び化学的影響（腐食），換気系，

電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞，摩耗）等を考慮し，

それらの影響によって本件発電所の安全機能が損なわれない設計とした。

このうち非常用ディーゼノレ発電機の閉塞に対しては，参加人は，図表

5に示すように，外気吸入口（吸気ダクトの屋外関口部）を下向きに設

置するとともに，非常用ディーゼル発電機の吸入口の入口に吸気フィル

タを設置し，降下火砕物が容易に非常用ディーゼル発電機の機関内に侵

入することがない構造にすることで，降下火砕物の侵入対策を行ってい

る。

すなわち，外気吸入口を下向きに設置することで，飛来した降下火砕

物の一部は地面などに落下し，その全てが非常用ディーゼル発電機の吸

気フィルタに捕集されることにはならないようにし，また，降下火砕物

が吸気フィルタに付着した場合でも取替えが可能な構造とすることで，
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吸気フィルタは防塞しない設計とした。

そして，参加入は，降下火砕物の大気中濃度の既往観測記録として最

大であるセントヘレンズ山の1980年噴火に係る濃度において，短期のう

ちに吸気フィルタが閉塞することなく，当該フィルタを取り替えること

により，非常用デ、イーゼル発電機の機能維持が可能であることを確認し

た490

（丙4，添付書類八， 8-1-575～580頁）

陸外

…、
、ちえ
司十'I I気タクト

EL3'.i.6hl 

ノ／／ノ／／／／／／ノノ／／ノ

昨 日;iw:m.n
ιD・'G附 1

［図表5 非常用ディーゼル発電機吸気系統の概略構造図］

19閉塞時慌の計算においては，外気吸入口が下向きに設置されていることを考慮せず，降下火砕物を

大気中濃度のまま全て吸い込んで吸気フィノレタに捕集されることを前提とした条件設定を行った。
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（イ）間接的影響への対応

参加人は，降下火砕物による間接的影響として，降下火砕物が送電設

備の絶縁低下を生じさせることによって広範囲にわたり送電網が損傷し，

外部電源が喪失すること等を想定した。かかる想定を前提として，参加

人は，燃料の貯蔵により外害防ミらの支援なしで非常用ディーゼル発電機

を7日関連続運転できるようにし，原子炉及び使用済燃料ピットの安全性

を損なわないよう対応することとしている。 （丙4，添付書類八， 81 

580～8 1-581頁）

ウ小括

以上述べたどおり，参加入は，降下火砕物による原子力発電所への影響

評価について，本件発電所運用期間中における敷地の降下火砕物の最大層

厚を lOcm左設定の上（上記ア），降下火砕物の特性等を考慮、して，直接的

影響及び間接的影響に対してそれぞれ対策を講じ，本件発電所の安全性を

確保している（上記イ）。

3 原子力規制委員会による審査

参加入が行った上記 1 （立地評価）及び2 （影響評価）の各評価については，

原子炉設置変更許可申請に係る原子力規制委員会の審査を経て，新規制基準に

適合していることが確認されている（乙 81, 66～73頁）。

4 平成29年 11月29日の実用炉規則，火山ガイド等の改正

上記3の原子力規制委員会の審査後，気中降下火砕物濃度内こ係る最新の知見

の規制への反映について検討を行うため，平成29年1月25s及び同年2月15日の

叩気中降下火砕物濃度とは，原子力発電所の運用期間中に想定される火山事象により原子力発電所敷

地に降下する気中降下火砕物の単位体積当たりの質量で，粒径二、との気中濃度の総和である（甲174,

27頁）。
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原子力規制委員会において， 「降下火砕物の影響評価に関する検討チームj を

設置することが了承された。そこで，学識経験者らの参加の下，原子力発電所

敷地における気中降下火砕物濃度の評価の考え方等について検討が行われた。

検討の結果については， 「気中降下火砕物濃度等の設定，規制上の位置付け

及び要求に関する基本的考え方」として取りまとめられ，同年7月19日の原子力

規制委員会において報告され，当該考え方に基づき規則等の改正を行うことが

了承された。そして，実用炉規則51，火山ガイド等の改正案に対する意見公募手

続（パブリックコメント）を経て，同年11月29日，同規則等が改正され，同年

12月14日に施行された（甲174。以下， 「火山ガイド（平成29年11月改正）とい

う）。

（乙147, 355～357頁，丙25, f原子力規制委員会規則第十六号（実用発電用

原子炉の設置，運転等に関する規則の一部を改正する規則）」）

( 1 ）改正された実用炉規則及び火山ガイド（平成29年 11月改正）の内容

ア 実用炉規則では，火山事象による影響が発生した場合，又は発生するお

それがある場合（以下， f火山影響等発生時Iという）において， （イ）

非常用交流動力電源、設備の機能を維持するための対策， （ロ）上記（イ）

のほか代替電源設備その他の炉心を冷却するために必要な設備の機能を維

持するための対策， （ハ）上記（ロ）のほか交流動力電源が喪失した場合

における炉心の著しい損傷を防止するための対策を定めること，及びそれ

らの内容を保安規定に記載すること等が求められるようになった（実用炉

規則84条の2, 92条l項21の2号，丙25，別表）。

イ また，火山ガイド（平成29年11月改正）では，外気取入口から侵入する

火山灰の想定にあたっては，①降灰継続時間を仮定して降灰量から推定す

る手法，又は②数値シミュレーションにより推定する手法のいずれかの手

日正式には，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則j という。
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法により推定した気中降下火砕物濃度を用いることが示された（火山ガイ

ド（平成29年11月改正） 6. 1 (3) (a）③の解説 17及び添付l，甲174, 13, 27 

～30頁）。

（以上（ 1 ）について，乙147, 357～359頁）

( 2）参加入の対応

ア 参加人は，上記の実用炉規則及び改正された火山ガイド（平成29年11月

改正）を踏まえ，上記（ 1 ）アで述べた（イ）の非常用交流動力電源、設備

の機能を維持するための対策として，既に運転を開始している本件発電所

について，火山影響等発生時における非常用ディーゼル発電機の機能を維

持するための対策を行い，降下火砕物の最大層厚lOcm （上記 2 ( 2）ア

（エ））を慕に，改正された火山ガイド（平成29年11月改正）に示された

上記①の手法により想定した気中降下火砕物濃度（丙26, 「高浜発電所3,

4号炉及び大飯発電所3, 4号炉 火山影響等発生時の体制整備等に係る

措置の規則改正に伴う原子炉施設保安規定変更認可申請についてJ47～49 

頁）においても十分対応可能であることを確認した。

イ 具体的には，本件発電所敷地に降下火砕物の飛来が予想される場合，非

常用ディーゼル発電機の既設の吸気フィルタ（以下， 「既設フィルタj と

いう）を取り外し，既設フィルタの上流側に設置している格子状のフレー

ムにボルト等で国定する必要のない改良型フィルタを挿入する。改良型フ

ィルタの交換は工兵の使用が不要なため非常に容易であり，ボルト等でフ

ィルタを固定していた従来の既設の吸気フィルタよりもフィルタの交換作

業を効率化している。また，改良型フィルタを交換する際は，非常用ディ

ーゼル発電機に降下火砕物が吸い込まれないようにするために，閉止板を

予め挿入した後に，当該部分の改良型フィルタを引き抜いて， 1段ずつ！煩に

新たな改良型フィルタを挿入し，取り替える（図表6，丙 26, 18頁）。
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改良型フ非常用ディ）ゼ、ル発電機の運転を継続しながら，以上により，

上記の気中降下火砕物濃度においてィルタを順次取り替えることにより，

非常用ディーゼル発電機の機能を維持でき

B系（24＋矢）

13～29頁）

取付前 A系（23*10

も改良型フィルタは閉塞せず，

（丙 26,ることを確認した。

1 .. 
1
3
He
、
句電－－
－
F

r."' 政良型J.fJW

l!:ti量フィ）~ゲ

~気持~~寺綜

t-
取付~~ HHOtJ 

E.L. 17.lm 

｜原子炉周辺迎屋内縦断面図｜

ディーぜル機関へ

本件発電所の改良型フィルタ］【図表6

の代替電源設備その（ロ）アで述べた上記（ 1 ) 参加人は，こσコlまカヨ，ウ

他の炉心を冷却するために必要な設備の機能を維持するための対策として，

仮に降下火砕物の影響によって外部電源や非常用ディーゼ、ル発電機による

屋内に設置されているタービン動補助給電源を喪失した場合であっても，

の交流動（ノ＼）アで述べた上記 （1 ) また，水ポンプによる除熱により，

力電源が喪失した場合における炉心の著しい損傷を防止するための対策と

電源車を動力源とした蒸気発生器補給用仮設中圧ポンプによる除熱
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により，いずれも長期間にわたって原子炉の冷却を継続することで本件発

電所の安全性を確保することができることを確認した（丙26, 30～37頁，

丙27, I高浜発電所3, 4号炉及び大飯発電所3, 4号炉 火山影響等発

生時の体制整備等に係る措置の規則改正に伴う原子炉施設保安規定変更認

可申請について（審査会合における指摘事項の回答）」）。

ヱ 以上のとおり，参加人は，原子力規制委員会により新規制基準に適合し

ていることが確認された後も，平成29年11月29日の実用炉規則の改正及び

火山ガイドの改正を踏まえて，本件発電所にかかる原子炉施設保安規定の

変更申請を行い，新規制基準に適合していることの確認を受けており（丙

28, 「関西電力株式会社大飯発電所原子炉施設保安規定の変更の認可につ

いてj ，丙29, 「審査書［関西電力株式会社大飯発電所原子炉施設保安規

定の変更について］」），参加入は本件発電所に対する火山事象の影響を

適切に評価し，本件発電所の安全性を確保している。

なお，火山ガイドについては，同ガイドの各規定の趣旨及び同ガイドに

基づく審査実務の考え方を正確に表現し，かつ文章としてより分かりやす

いものとするという趣旨から令和元年12月間日に改正されているが，その

内容に実質的な変更はないとされている（丙30，「令示口元年度 第36回原子

力規制委員会 資料3J 1～2頁，丙31，「原子力発電所の火山影響評価ガイ

ド」）。

以上
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